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   In Japan after World War Ⅱ, increase of rice production was a national subject.  It is because 
the rice, which is the national staple food, was always insufficient.  However, there was an 
excess of rice at the end of the 1960s.  The government started the acreage reduction policy in 
1970 and this policy still continues.
   The feature of Japanese agriculture is the small cultivated area per farmer, and so, 
productivity is low.  In the places where high productivity industries other than agriculture 
develop,  farmers with low productivity leave agriculture.  The abandoned farmland is combined 
and productivity improves.  However, low productivity farmers have survived because of the 
powerful agricultural support policy.  As a result, the rice price in Japan is several times higher 
than the international price.
   High price of rice is unavoidable from the aspect of the food security.  However, the result of 
the protective policy caused the situation where farmland was reduced, farmers grew old, and 
young people did not want to become farmers.  If this state continues, Japanese agriculture will 
decline.
   Under such situation, the decline of the self-sufficiency of food became a problem, 
participation in TPP came up for discussion, and abolition of the rice tariff became a big 
problem.  Is it possible to raise the self-sufficiency of food while pushing forward liberalization 
of rice? This paper tries to examine this problem.



















































































































































































































1975 ～ 03 年の間に転用売却された農地は 11 万９千





















































　注：原データでは住宅、商工業、鉄道・道路、公共施設用地価は 3.3 ㎡当たりだったので 303 倍した。













































































































の総数は 253 万戸、このうち耕地面積 30a 以上または



















田のうち転作地 60 万 ha



















ウチ    ～ 1ha 102.4 万戸※
 1 ～ 3   31.4 万戸
 3 ～ 5     3.9 万戸






























  7.94 兆円（1990）
11.72 兆円（1984）
  3.93 兆円（1984）
  3.09 兆円（1991）















が 1.8 兆円、野菜・果実が 2.7 兆円、畜産 2.5 兆円で
ある。農業生産における米作の地位は下がり続けてき
た。総産出額から物件費等を差し引いた要素所得は4.4
兆円で GDP（480 兆円）の 0.9％にすぎない。農業就
業人口は 261 万人、就業者総数 6,300 万人の 4.1％を
占めるが、普段の仕事が主に農業である基幹的農業従












耕地面積は、1960 年の 0.4ha（耕地面積 609 万 ha ／
就業人口 1,454 万人）から 1.8ha（＝耕地面積 459 万














































出処：国内米価は、農林水産統計「2010 年農林業センサス結果の概要（H23 年３月 24 日公表）より、国際米価は、農
林水産省『食料・農業・農村白書　参考統計表』（平成 22 年版）より作成。






























































みていく。日本の高度経済成長は 50 年代半ばから 70
年代初めまで続いたが、その間、農業就業者は他産業
に流出して、60 年の 1,450 万人が 75 年には半数に近
い 791 万人に減少した。それでも 60 歳以上は 32％と
年齢構成は若かった。その後も就業人口の減少と高齢
化は続くが、とくに 85 年以降、15 ～ 59 歳の就業者
は大きく減少している。それに対して 60 歳以上の減
少率は低く高齢化が進んだ。その結果、2000 年には
60 歳以上の就業者が 199 万人、全体の 69％を占める
に至った（図２参照）。
　次に、2005 年から 10 年の最近５年間に農業就業人
口と年齢別構成比がどのように変化したかを図３に
よってやや詳細に見てみよう。総就業人口は 335万人
から 261 万人に 22％減少した。内訳を見ると 59 歳以
下は 104 万人から 68 万人に 34％減少し、60 － 64 歳
は 36.5万人から 31.9 万人に 13％減少し、65歳以上は
195万人から161万人に18％減少している。その結果、







































































































































































































は 80 年代までは 70％以上あったがその後は減少を続
け、08 年には 97 万戸、57％に低下した。２ha 未満の
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で農外 186万円（40％）、年金 171 万円（37％）、農業
108 万円（23％）の順にあり、傾向としては年金収入
の比率が高まっている、図５から農家所得を勤労者所
得と比べると、04 年には 509 万円対 638 万円で、08
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者世帯平均では世帯主年齢が 47.4 歳、世帯員 3.5人で












96 万円（21％）、農外所得が 190 万円（41％）、年金
等の所得が 174 万円（38％）となっている。農業所得
が全所得の 50％を超えるのは５～７ha の農家で、７
～ 10ha の農家所得は 672 万円で勤労者世帯所得を上




























　「農業経営統計調査」によると、平成 20 年の 10a 当





耕作面積 0.5ha 未満の 10a 当たり労働時間は 45.8 時間
で、耕作面積が拡大するにつれて労働時間は減少し、
15ha 以上では 14.3 時間と３分の１以下になっている。
そのため時間当たり収量にすると、0.5ha 未満では
11.2 ㎏、耕作面積が広がるにつれて増加し、15ha 以






















総所得 628（815） 301（546） 463（503） 638（651） 828（865） 991（1054）
農家数比率（％） 100（100） 7（3） 11（9） 10（11） 10（10） 62（67）







　60 ㎏当たり玄米価格を１万５千円とすれば 0.5ha 未








































10a 当たり全額算入生産費の全国平均は 14 万７千円
である。規模別に見ると 0.5ha 未満が 21 万７千円で、
耕作面積が大きくなるにつれて減少し、15ha 以上で
は 10 万円である（図８、三角マーカーの折れ線）。
10a 当たり収量 530 ㎏、60 ㎏当たり１万 5,000 円なら、
10a 当たり生産額は 13 万 2,500 円になる。これは、耕










































































費用は 12 万４千円である。すなわち、0.5ha 未満農家
にも純収入はあるが、それは 10a 当たりわずか５千円
第８図　耕地面積別収入と費用
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耕作面積（ha） ～ 0.5 0.5 ～ 1 1 ～ 2 2 ～ 3 3 ～ 5 5 ～ 10 10 ～ 15 15 ～
全額算入生産費 ① 21.7 18.9 15.3 13.1 12.1 11.3 10.4 10.0
家族労働費 ② －6.2 －4.7 －3.9 －3.3 －2.9 －2.6 －2.4 －1.7
自己利子・地代③ －3.1 －2.5 －2.3 －2.0 －1.6 －1.5 －1.3 －1.2
④＝①－②－③ 12.4 11.7 9.1 7.8 7.6 7.2 6.7 6.9




















































　日本の田畑合わせた近年の耕地面積は 459 万 ha、
そのうち水田は 250 万 ha で、耕作面積は 163 万 ha で
ある。これを 140 万戸の農家が耕作している（表２参
照）。一戸当たりの稲作面積は 1.16ha で、これを 10ha
に広げるためには、稲作農家数は 16 万戸程度に減少
しなければならない。近年の水稲収穫量 850万トンを、
16 万戸の農家で生産するなら一戸当たり 53 トン。
15,000 円／ 60 ㎏とすれば、粗収入は 1,325 万円。図






耕作面積（ha） 0.5 1 2 3 5 10 15 20
収入／ 10a ① 12.9 12.9 13.0 13.5 13.6 14.1 14.0 13.1
実質的全算入生産費② 12.4 11.7 9.1 7.8 7.6 7.2 6.7 6.9
純収入／ 10a　①－② 0.5 1.2 2.9 5.7 6.0 6.9 7.3 6.2
総収入 （①－②）× ha 2.5 12 58 171 300 690 1,095 1,240
労働時間／ 10a（時間） 45.8 34.6 29.7 25.4 21.7 19.0 16.0 14.3
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入量が 72.9 万トン、合わせて 829.4 万トン。これで国
内生産量を除した重量ベースの自給率は 91.2％とな
る。米の原料は種籾で、輸入はしていないから国産原



































































率は 22.1％に下がっている（注 33 参照）。食生活を昔
に戻して、カロリーの 46.6％を米から採るとしたら、
2005 年の米のカロリーベース自給率は、91.2％×
























































米 756.5 72.9 91.2 100 22.1 20.2
小麦 87.5 537.8 14 100 13.3 1.9
植物油 174.3 90.5 65.8 3.4 12.2 0.3



















































































は 12,000 円であった（表１参照）から、金利が 1.3％







































































家が 163 万 ha に作付けして 848 万トンを生産し、総











































る。現状の１ha 未満農家は 102 万戸、１～３ha 未満














円／トン（１万５千円／ 60 ㎏）、生産量 800 万トンを
現状の需給均衡値としよう。そこでは需要曲線と供給
曲線はどのような形状をとるか。需要については、ト
ン当たり 100 万円（６万円／ 60 ㎏）で買い手はなく
なるとすれば、需要曲線の具体形はほぼ次のようにな
る（以下の D は需要を、S は供給を、P は価格を表す）。
　（1）　D ＝ 1,070 － 10.8 × P
これに対して、生産量がゼロでも５万円の維持費がか
かるとすると、供給曲線はほぼ次のような形をとる。
　（2）　S ＝－ 200 ＋ 40× P








　（3）　S1 ＝－ 129 ＋ 64.3× P







円／ 60 ㎏）は妥当だろうか。図８によると、10 ～
15ha 農家の10a 当たり全額算入生産費は10万４千円、




















































































































1） 戦前の 1935 年には、総農家数 561 万戸のうち経営耕
地面積 1ha 未満の農家が 68.2％を占めていた。それに
対して農地解放後の 1960 年には、総農家数 605 万戸
の 70％が 1ha 未満の農家であった。農地改革は、小作
農を自作農に変えたが、一戸当たりの耕作面積は小作
農の時代と変わらなかった。この形は近年に続き、






















7） たとえば 1970 年の政府買入価格（生産者米価）は 60
㎏当たり 8,272 円、売渡価格（消費者米価）は 7,442





















2005 ～ 7 年の 3 年間に 2 万 4 千件（1,794ha）、違反に
対しては勧告が行われ、従わない場合は罰則もあるが、








12） 1993 年 12 月、当時の細川首相は関税化とミニマム・
アクセス米の受け入れを承認した。その対応策として、
















算では売上高は 18 兆 9 千億円、従業員は 32 万人であ
る（平成 21 年度）。
16） 川島〔2〕p.59 参照。









































28） 農林水産省『食糧・農業・農村白書』（平成 22 年版）、
pp.21－2 参照。
29） 農林水産省『食糧・農業・農村白書』（平成 22 年版）、
p.23。
30）日本経済新聞は、「農林水産省は農家 1 戸当たり平均








全く期待できない（「日本経済新聞」2011 年 10 月 3
日付け朝刊参照）。
 さらに 2011 年 10 月、政府の「食と農林漁業の再生実
現会議」は戸別所得保障を見直し、一戸当たり耕作面
積を 20 ～ 30ha に増やす数値目標を掲げた。だがそこ
には、未だ予算措置も具体的な実行方法も描かれてお
らず、農業政策は現状維持と自由化・大規模化の方向
を定めかねている（「日本経済新聞」2011 年 10 月 21
日付け朝刊参照）。
31） 以下の計算手順、データは共に川島〔2〕pp.45 ～ 55
をもとにしている。
32） これは供給カロリーと呼ばれ、農林水産省が発表する
「食糧需給表」に基づく 1 人 1 日当たりカロリーの供
給量である。それに対して摂取カロリーは、厚生労働






33） 川島〔2〕によると、1960 年のカロリー源は米 46.6％、
小麦 9.7、植物油 3.2、砂糖 7.0 肉 1.1 であったが、
2005 年には米 22.1、小麦 13.3、植物油 12.2、砂糖
10.0、肉 6.4 と変わっている（同書 p.59）。








海道新聞」2009 年 4 月 26 日付。http://www.hokkaido-
np.co.jp/cont/hrice_news/56398.html）。
35） 勤労者世帯の食料品消費金額は全体として減少傾向に
ある。中でも、1980 年に 1,613 円だった米の 1 人当た
り消費金額は、2009 年には 840 円に減少した。それ








は 2,020 キロカロリ （ー現行は 2,742 キロカロリー）で、






















〔5〕 清水徹朗「稲作農業の現状－ 2005 年農業センサスの
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